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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は、次の3点である。(1) 幼児314名の尿中ナトリウム／カリウム比 
(Na/K) (起床後第1尿の4日間平均値) の高値に影響する食品について検証した結果、麺類、漬物、ソフトドリン
ク、ジャム・砂糖、みそ汁の摂取量が有意な関連因子であった。(2) 幼児とその母親 (297組)の間でNa/Kを比較
した結果、幼児のNa/Kは母親よりも有意に高値であった。(3) 幼児181名に対する多職種連携による食育の成果
について、個別インタビュー内容を質的分析した結果、幼児の食知識の改善が可視化された。
科学的データを基にした、多職種連携による食育は、幼児の食生活改善の一助になりうる。

研究成果の概要（英文）：The results of this research are the following three points. (1) It was 
noted that foods such as noodles, pickles, soft drinks, jam, sugar and miso soup were significantly 
associated with an increase in sodium to potassium ratio (Na/K) from a four-day average of the 
urinary samples taken from 314 infants. (2) The Na/K was compared between 297 mothers and their 
infants. The results showed that the Na/K was significantly higher in infants than in mothers. (3) 
Dietary education was carried out for 181 infants through multi-disciplinary cooperation. Individual
 interviews with the infants and qualitatively analyzing showed an improvement in their dietary 
knowledge. Dietary education through multidisciplinary collaboration based on scientific data can 
help improve the dietary habits of children. 

研究分野： 栄養学、健康科学

キーワード： 食塩（塩化ナトリウム）　カリウム　ナトリウム／カリウム比　尿中排泄量　食事調査（BDHQ3y）　多
職種連携　質的分析　食育（塩育）

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、先進諸国で増加し続ける高血圧を予防するために、幼児期からの食塩管理が重要視されるようになってき
た。わが国でも、幼児期からの食育の実践が求められるが、科学的な手法で食育にアプローチしている報告は少
なく、さらに食塩管理を主眼とした研究は殆どない。そこで、本研究では、1) 幼児の食塩およびカリウムの摂
取量を、尿中排泄量と食事調査で科学的に推定することで、幼児の食生活上の問題点を多職種および保護者と共
有、2) 幼児に対する多職種連携による食育の効果を、個別インタビューと質的分析により可視化した。
科学的な食育法は、幼児期からの食塩管理の一助になる可能性を有し、学術的・社会的意義は大きいと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 主題となる問題と動機の提示 
近年、先進諸国で増加し続ける高血圧を予防するために、幼児期からの食塩およびカリウム 

(K) 管理が重要視されるようになってきた 1, 2)。子どもにおいても、食塩摂取量が高値であると
血圧が増加し 3-5)、逆に食塩摂取量が低値または K 摂取量が高値であると血圧は抑制される 6-8)。
また、子どもを対象にした前向きコホート研究では、ナトリウム (Na) / K 比 (Na/K)の高値が、
食塩摂取高値よりも、その後の血圧上昇の重要な規定因子であるとされている 9-10)。このように、
若年期からの過剰な食塩および低 K 摂取は、高血圧発症の重大なリスク因子であるため、幼児
期からの食塩管理に主眼をおいた食育の実践が求められる。しかし、我が国において、科学的な
手法で食育にアプローチしている報告は少なく、さらに食塩管理を主眼とした研究は殆どない。 
 
(2) 学術的特色、独創的な点、研究意義 
幼児期における食塩管理の実践のためには、幼児の食塩摂取量を把握することが必要である

が、我が国で幼児期の食塩摂取量を大規模に調査した報告は数少ない。食塩摂取量は個体間およ
び個体内変動があり 11)、季節変動あるいは地域差もある可能性を考慮すると、日本人幼児の食
塩摂取量の実態は殆どわかっていない。また、幼児の食塩摂取は、母親など調理を担当する保護
者に依存していると考えられるが、日本人の幼児と保護者間の食塩摂取量の関連を検討した報
告は、応募者らが報告したパイロット研究を除き、研究開始時点において見当たらなかった 12)。
これは、K 摂取量や Na/K についても同様である。さらに、幼児の保護者および専門職 (園長、
保育者、管理栄養士、調理師など) において、幼児期からの食塩管理の必要性は強く認識されて
いないために、教育者による食塩管理を主眼とした食育は十分に行われていないのが現状であ
る。本研究は、幼児および保護者の食塩、K 摂取量を尿中排泄量および食事調査から推定し、そ
の情報を多職種および保護者と共有することで、幼児期からの食塩管理について科学的にアプ
ローチする新しい食育法を提案するものである。 
 
２．研究の目的 
本申請課題では、日本の複数地域において幼児とその保護者の複数日の起床後第 1 尿を採取

し、次の 3 つのサブテーマについて研究を行うものである。 
(1) 幼児の尿中排泄量に関連する因子を、食事摂取量または食行動から抽出する。 
(2) 幼児とその母親の尿中排泄量の関連と問題点に関する情報整備を行う。 
(3) 多職種連携による食塩管理を主眼とした食育法を提案する。   
 
３．研究の方法 
(1) 幼児の尿中排泄量に関連する因子  

2 地域で 6 園 (福岡県の 2 園、福島県の 4 園) の研究連携幼稚園に通園する幼児と保護者を対
象に、各園で研究説明会を実施した。研究説明会に出席した 452 名の幼児の保護者に研究の概要
を説明し、同意が得られた 365 組の幼児 (4-5 歳児) と保護者を研究対象者として登録した。研
究対象となった幼児とその保護者には、4-5 月 (春季) と 10-11 月 (秋季) の各 2 日間 (月・火曜
日) における起床後第 1 尿 (8 検体/組) の提出を依頼した。なお、尿の採取は、保護者の非月経
期間において、幼児と同日となるよう依頼した。採取した尿の分析項目は、クレアチニン (Cr)、
Na、K とし、分析は (株)SRL に委託した。Cr は酵素法、Na および K は電極法で分析した。 
尿中排泄量推定値の算出方法は、以下の通りである。すなわち、Haga らは、平均体重 17.4 kg

の日本人幼児 3-5 歳の尿量が 533±185ml/日 (31±12 ml/kg) であることを報告した 13)。この報告を
基に、先行研究では、3 歳児 1424 名 (平均体重 13.7 kg) の尿量を 500mL、対象者の随時尿 Cr 排
泄量 67.9±33.3mg/dL を基に尿中 Cr 排泄量を 300mg/day と推定し、1 日食塩排泄量推定値を算出
している 14)。また、我々も同様の手法を用いて幼児の尿中排泄量の実態、曜日変動および季節変
動について報告している 15) 。今回、これらの先行研究を参考に、平均尿量を 500mL、Cr 排泄量
300mg/day と仮定して食塩および K 排泄量推定値を算出した。また、Na/K は、対象者の尿中 Na 
(mmol/L) / gCr と尿中 K(mmol/L) / gCr を用いた。なお、尿排泄量の測定値は、4 日間分の平均値
を解析に用いた。成人において、4 日間の起床後第 1 尿と 24 時間蓄尿の Na/K の相関係数は 0.65
と、比較的良好であることが報告されている 16)。しかし、幼児に対する類似のデータは、我々が
調べうる限りにおいてなかったため、本研究では幼児と成人の起床後第 1 尿から得られた Na/K
が同等の精度であると仮定してデータを解釈した。 
食事調査については次のとおりである。すなわち、幼児の食事調査は、2017 年 3-4 月に、各研

究連携幼稚園で実施された説明会の中で、同意書と一緒に回収した。一方、保護者の食事調査は、
その 1-2 週間後に各家庭で実施を依頼し、春季の尿サンプルと一緒に回収を行った。保護者の食
事調査は、日本人幼児用簡易型自記式食事歴法質問票 (BDHQ) 17, 18)を用い、幼児の食事調査は、
BDHQ を 3-6 歳児用にアレンジして作成された BDHQ3y で行った 19)。BDHQ および BDHQ3y
は、A3 両面で構成されており、約 1 ヶ月間の習慣的な栄養素や食品の摂取量を算出でき、それ
ぞれ妥当性が検証されている。BDHQ および BDHQ3y により算出された摂取量の値は、密度法
を用いて 1000 kcal あたりの量に補正した値を解析に用いた。食行動調査は、保護者にアンケー
トへの記録を依頼しデータを得た。 
得られたデータの連続変数の分布は、ほとんどが非正規であったことから、全ての連続変数の



値は中央値 (25%タイル値－75%タイル値) で示し、ノンパラメトリック検定を用いた。統計解
析ソフトは JMP14.1 (SAS Institute, Cary, NC, USA)を使用し、両側 p<0.05 をもって統計学的有意
差とした。 
 
(2) 幼児とその母親の尿中排泄量の関連  
 方法は (1) と同じ。 
 
(3) 多職種連携による食塩管理を主眼とした食育の手法 
多職種連携による食塩管理を主眼とした食育管理の在り方を提案するために、以下の 3 点を

実施した。 
3-1) 多職種連携による食育の実践を通した食知識の変化：個別インタビューの質的解析 
研究協力幼稚園、学生ボランティア、研究者の連携により、幼児に対してオリジナルシナリオ

と教材を用いた食育を実施し、幼児の理解度の可視化や、幼児の減塩に関する食知識の変化につ
いて調査を行った。具体的には、一部の研究連携幼稚園 2 施設 (福岡県) に通園し、(1), (2)の研
究でフォローしている対象者に (食育実施時の年齢は 5-6 歳)、約 30 名のクラス毎に、a)－c) の
手順でデータを収集した。a）食育の実施前に、各クラスの対象幼児を 5 名程度の小グループに
わけ、事前に訓練を受けたファシリテーターをそれぞれのグループに配置した。ファシリテータ
ーは、「調味料が多くかかった料理」と「調味料が少なくかかった料理」の 2 枚のイラストを幼
児に提示し、どちらの料理が食べたいのかを理由を含めて個別に聴取した。b）減塩に関するオ
リジナルシナリオと媒体を用いて約 15 分間の食育を実施した。c) 再び小グループで集まり、a)
と同様の内容を実施し、食育前後の変化について比較した。 
聴取した内容はボイスレコーダーに録音し、文書に書き起こした 20)。幼児の発言内容の頻出

語、語と語のつながりは、計量テキスト分析のためのソフトウェアである KH Corder Ver.3 21)を
使用した。共起ネットワーク図の解釈は、線で結ばれている語同士に共起関係があり、語を囲む
円の大きさはその語の出現頻度が多いことを示す。また、語を結ぶ線の太さは共起関係が相対的
に強いことを示す。語と語の距離の近さは意味を持たない。本報告書では、重要とみられる共起
関係を強調して示す最小スパニングツリーを図示した。図中の数字はそれぞれの Jaccard 係数を
示す。Jaccard 係数とは、語と語の共起関係の程度を表す指標の 1 つである。0-1 までの値をとり、
関連が強いほど値は 1 に近づく。一般に 0.3 以上が強い関連があると解釈される 22)。「調味料が
多くかかった料理」と「調味料が少なくかかった料理」のイラスト選択の割合の変化は、JMP 14.1 
(SAS Institute, Cary, NC, USA) により Bowker の検定を用い、両側 p<0.05 をもって統計学的有意
差とした。 
3-2) 保護者に対する科学的データの個別情報提供による食育 
全ての研究対象者の保護者に対して、管理栄養士による食生活上の配慮事項のコメントをつけ

て研究結果のフィードバックを行った。 
3-3) 多職種連携による食塩管理を主眼とした科学的な食育法の実現に向けたディスカッション 
研究連携幼稚園において、本研究の報告会を実施した。園長、副園長、保育者、管理栄養士、

研究者で、研究データから抽出された幼児の食に関する課題を共有し、科学的な食育法の実現に
ついてディスカッションを実施した。 
 
(4) 倫理的配慮 
本研究計画が中村学園大学倫理委員会で承認 (承認番号：倫理-17-004)された後に、ヘルシン

キ宣言に則し、幼児の保護者に対して研究概要、研究への自由参加、研究参加に同意しない場合
でも不利益を受けないこと、参加依頼に同意した場合でも随時撤回することができて不利益を
うけないこと、解析結果は学会や論文等で公表されること、個人情報の保護に関する事項を説明
し、対象者の保護者の自由意思による同意を文書で得た。 
 
４．研究成果 
(1) 幼児の尿中排泄量に関連する因子 (平成 29-30 年度)  
研究に同意した 365 名のうち、尿検体未提出者 51 名を除く 314 名の幼児を最終解析対象者と

した。4 日間の尿中排泄量平均値による食塩排泄量は 3.1 (2.4-3.9) g/日、K 排泄量は 486 (355-486) 
mg/日であり、経口摂取量に換算すると 24)、それぞれの中央値は 3.6 g、631 mg と、世界保健機
構 (WHO)および日本人の食事摂取基準が推奨する目標量の遵守率は低値であった。ただし、こ
れら尿中食塩および K 排泄量の絶対値は、先行研究を参考に 3 歳児の Cr 排泄量で単純に補正し
た値 14)であり、個々の体格によっては過小評価をしている可能性がある 15)。一方、比較的に精
度がよいと報告されている  Na/K16)は 4.44 (3.36-5.90) であった。 
次に、Na/K と食事調査で得られた栄養素および食品摂取量との関連について検討した。尿中

Na/K の値で Low 群 (<3.65, n=104)、Medium 群 (3.65≤, <5.26, n=105)、High 群 (5.26≤, n=105) と
3 分位にわけ、各群間における特性や背景について解析した。その結果、月齢、体格、地域、兄
弟の数や出生順などをはじめ、各群間において有意差を認めなかった。 
食事調査で得られた栄養素・食品摂取量の違いを各群間で比較した結果、High 群において、

Na および Na/K が有意に高値、K は有意に低値であった。食品摂取量との関連では、High であ
るほど、麺類、漬物、ソフトドリンク、ジャム・砂糖、みそ汁が有意に高値、果物および乳製品



が有意に低値であった。 
 
(2) 幼児とその母親の尿中排泄量の関連 (平成 29-30 年度) 
研究に同意した 365 名のうち、妊婦 (n=31)、母親以外の保護者 (父親や祖父母) (n=5)、降圧薬

服用者 (n=2)、母子の各 4 日間分の尿検体を提出できなかった者 (n=30) を除く 297 組の母親 
(n=294) とその子ども (n=297) を最終解析対象者とした。なお、3 組の双子の母親のデータは重
複して解析に用いた (福岡県 160 組、福島県 137 組)。福岡県と福島県で地域別に対象者の特性
を比較した結果、幼児の体重、Kaup index および祖父母との同居率に有意差を認めたが、尿中
Na/K には差を認めなかった（p=0.484）。一方、母親では、体格に差を認めなかったが尿中 Na/K
は、福島県で有意に高値であった (p=0.012)。 
尿中 Na/K の中央値は幼児および母親ともに、低値から高値まで幅広く分布していたが、幼児

の方が高値域に分布していた。幼児と母親の尿中 Na/K を比較すると、幼児の方が有意に高値で
あった [幼児: 4.6 (3.5-6.3) vs. 母親: 4.0 (3.1-5.2), p<0.001]。次に、福島県 [幼児: 4.8 (3.6-6.3) vs. 母
親: 4.3 (3.1-5.4), p＝0.036] と福岡県 [幼児: 4.6 (3.4-6.2) vs. 母親: 3.9 (2.9-4.9), p<0.001] を別にし
て比較を行った結果、地域に関わらず母親に比較して幼児の尿中 Na/K は高値であった (右図の
左)。同様に、男女児別に比較して
も、母親に比較し幼児の尿中 Na/K
が高値であった (右図の右)。これ
らの結果は、食事調査で得られた
Na/K で分析しても同様であった。 
 
(3) 多職種連携による食塩管理を
主眼とした食育法の提案 (令和元
年度) 
3-1) 幼児に対する食育の科学的評
価: 個別インタビューの質的解析 
最終解析対象者は、研究説明会に参加した幼児の保護者 216 名のうち、研究同意なし (n＝27)、

データ未収集 (n＝8) を除く 181 名であった。食育前の「調味料が多くかかった料理」、または
「調味料が少なくかかった料理」を選択した割合は、それぞれ 71.3％、26.5％であったが、食育
後では、それぞれ 18.8％、79.0％と、それらの割合は食育前後で有意に変化した(p<0.001)。なお、
2％の幼児は、どちらも選択しなかった、またはできなかったため、解析から除外した。 

「調味料が多くかかった料理」または「調味料が少なくかかった料理」を選択した理由につい
て、幼児が発言した言葉 (食育前: 2,677 語、食育後: 2,285 語)を質的に分析 (共起ネットワーク)
した。次に、その中での頻出語を分析し、食育前後において共通して頻出語の上位であった「た
くさん」という語を中心に、減塩への関心がない状態 (食育前: 下図左) からある状態 (食育後: 
下図右) へと移行していく要素を、共起ネットワークで分析した。その結果、「たくさん」とい
う語に共起する別の語は、食育前において、「かける」、「かかる」、「ケチャップ」「ソース」等で
あった一方、食育後は「塩分」、「なる」、「かける」であった。すなわち、食育前後における共通
の頻出語であった「たくさん」という語は、まったく異なる使い方がなされており、幼児の減塩
に関する意識の変化が可視化された。このように、個別インタビューと質的解析を用いる方法は、
幼児の食育効果を評価する上で有用と考えられる。 

3-2) 保護者への情報共有を介した食育 
尿中排泄量および食事調査の個別結果を作成し、管理栄養士によるコメントをつけて保護者

に送付することで、科学的データをベースにした食生活上の問題点が共有された。 
3-3) 多職種連携による食塩管理種を主眼とした食育のありかたを検討するディスカッション 
各研究協力幼稚園における研究成果の発表は、今後の食育の課題を共有できる場となった。ま

た、研究成果は製本化することで、食塩管理を主眼とした食育の課題や幼稚園教育課程における
「食」の位置づけを改めて考えた「新しい幼稚園教育課程」を提案した 23)。多職種連携による食



塩管理を主眼とした科学的な食育の実践には、食塩および K 摂取量の評価と、それに裏打ちさ
れた個別の課題抽出、保護者、幼児および職種間での情報共有、科学的な評価による効果判定を
行うことが重要である。 
 
(4) 総括 
日本人幼児は、幼児期から食塩過剰、K 不足の問題を有していることから、食塩管理を主眼と

した食育によって、食生活を改善していくことが必要である。その際、我々が提案した科学的な
食塩および K の摂取量評価をベースにした食育法と質的分析による評価法は、幼児の食生活上
の問題を直感的に理解でき、客観性や個別評価に優れ、多職種および保護者との情報共有に有用
な手法と考えられる。 
また、本研究で判明した幼児の食生活上の問題点を踏まえ、幼稚園教育における「食」の位置

づけを改めて考察し「新しい幼稚園教育」についても提案した 23)。 
今後、本研究の成果を論文としてまとめ、最終的には幼稚園や保育所、幼保連携型認定こども

園の教育・保育課程の中に、新しい食育カリキュラムを確立する一助となることを期待する。 
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